
 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の休廃業・解散件数は、近年約 4 万社を超える数で推移していると言われています。また、休廃業・解散

企業の代表者の年齢は 60 歳以上が増加傾向にあります。地域経済、雇用を支える中小企業の存在は大変重要です。 

そこで今回は当金庫と業務提携を行っている信金キャピタル㈱に事業承継のポイント等を伺いました。 

会社が、事業を継続し発展させていくために、不可欠なのが事業承継…… 

しかし、「何から始めればいいのか、わからない」「身近に相談できる者がいない」という理由で、事業承継を先送り

にする経営者も多いようです。また、後継者がおらず、廃業を考える経営者もいらっしゃいます。 

事業承継のことで悩んだら、かながわ信用金庫にご相談ください。かながわ信用金庫は、各種専門家と連携し、お客

様の状況にあわせた柔軟なサポートを行っております。M＆A については、全国の信用金庫とネットワークがあり、

20年の M＆A支援経験・実績がある当社と連携し対応しております。 

 「事業承継」を知ることから始めてみましょう 

事業承継の構成要素（後継者に託す要素）には、「人（経営）」「資産」 

「知的財産」があります。「人（経営）」は後継者を選定・育成しながら経営

権を承継するものです。「資産」は機械や不動産などの事業資産に加え、運転

資金や許認可なども含まれます。「知的財産」とは、これまで培ってきた技術

やノウハウ、取引先との人脈などです。 

これらを引き継ぐ後継者を誰にするかで、事業承継の方法は大きく 3つ 

「親族内承継」「従業員承継」「第三者承継（M＆A）」に分かれます。 

 

 親族内承継のポイント 

経営者の子や親族などに事業を引き継ぐのが「親族内承継」です。子が親の事業を継ぐのは心情的にも受け入れやす

く、早期に決めておけば、後継者育成のための時間が確保できますし、段階的に権限を委譲していくこともできます。
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事業承継・M&Aに関する課題解決のご相談はお気軽にこちらまで・・・ 

 

かながわ信用金庫顧客サポート部 電話 046-821-1733（平日：9時~17時） 

しかし、少子化の影響で後継者の選択肢が限られていくなか、子どもから「自分の好きな仕事をしたい」と言い出され

る可能性もあります。親（経営者）も、職業選択の自由を尊重する風潮から、無理を言うことはできません。親子、 

親族であるがゆえの難しさが、デメリットとも言えます。 

 従業員承継のポイント 

親族以外の会社内の役員や従業員に承継する方法です。経営者が事業を託すに足る 

人材を見極め、引き継ぐことができるメリットがあります。経営方針なども理解して 

いますので、事業の一貫性も保つことができます。この場合、後継者が株式や事業用 

資産などを買い取らなければならず、資金力が課題でした。しかし、経営承継円滑化法

に基づく金融支援が利用できるなど、社内承継が実施しやすい環境が整ってきており、

近年は増加傾向にあります。 

 第三者承継（M＆A）のポイント                                                   

他の会社や経営者に会社を売却する承継方法です。会社の身売り、乗っ取りという悪いイメージをもつ人もいると 

思われますが、最近は事業の存続や成長といったプラス面が注目されてきています。 

親族や社内に適任者がいない場合に、広く外部から候補者を探せるうえ、従業員の雇用維持や取引先との関係継続

が図れる点などが、大きなメリットとなっています。相手が見つかっても数度の交渉を経て合意に達しなければ 

ならず、充分な時間的余裕をもって臨むことが求められます。 

 

以上、本号では、当金庫と業務提携している信金キャピタル㈱に事業承継のポイントを伺いました。事業承継問題

への対応は計画的に進める必要があります。当金庫では、地域経済を支える中小企業のお客様の永続的発展に寄与す

べく、事業承継支援に積極的に取り組んでいます。事業承継・M&Aの課題がございましたら、お気軽にかながわ信用

金庫までご連絡頂ければ幸いです。  

【信金キャピタル㈱の紹介】 

 信用金庫業界の中央金融機関である信金中央金庫の

100％子会社。 

全国 7,129店舗（2022年 3月末）の信用金庫を通じて、事

業承継・M＆A相談対応、資本性資金供給などの支援 

サービスを提供している。信用金庫は相互扶助を目的とし

た非営利法人であり、信金キャピタルも業界の専門会社 

として利益第一主義とならない運営を実施。中小企業（従

業員数 10名未満の場合も含む）に特化し、年間数百件の事

業承継・M＆Aの相談を受けている。 


